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貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表のののの概要概要概要概要    

    

貸借対照表は、決算時における資産、負債、純資産がどれだけ残っているかを示す書

類です。 

作成する目的は、財政状態（業務運営を行うために利用される資金の調達源泉とその

資金が運用されている状態）を明らかにするためです。 

 

【借方科目】 

平成２１年度末現在の資産合計は前年度比７１１百万円（１０．３％）増の７，５７

３百万円となっています。主な増加要因としては、建物が３６８百万円（１５．０％）

増の２，８２０百万円となったこと、工具器具備品が５８百万円（１２．５％）増の５

２３百万円となったこと及び工事費及び工具器具備品等の取得に係る現金支出の多くが

次年度になったことにより期末における現金及び預金の残高が前年比６９６百万円（１

０８．９％）増の１，３３４百万円となったことが挙げられます。 

また、主な減少要因としては、建物減価償却累計額が、建物の減価償却により１０７

百万円（１９．９％）増の６４７百万円となったこと、構築物減価償却累計額が、構築

物の減価償却により１０百万円（１７．３％）増の７３百万円になったこと、工具器具

備品減価償却累計額が、工具器具備品の減価償却により６１百万円（１９．８％）増の

３７２百万円となったことが挙げられます。 

なお、期首に保有していた有価証券が期中に全て満期となったため、期末において有

価証券は保有していません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

金額 構成比（%） 金額 構成比（％）

Ⅰ　固定資産 5,888,309 6,202,035 313,726

1　有形固定資産 5,861,789 6,177,225 315,436

2　無形固定資産 26,499 23,392 △ 3,107

3　投資その他の資産 20 1,418 1,398

Ⅱ　流動資産 973,150 14.2 1,371,304 18.1 398,154

資産合計 6,861,460 100.0 7,573,340 100.0 711,880

注）記載金額は千円未満切り捨てで表示しています。

増減

85.8 81.9

前期

平成21年3月31日現在 平成22年3月31日現在

当期
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【貸方科目】 

平成２１年度末現在の負債合計は３０３百万円（１０．５％）増の３，１８８百万円

となっています。主な増加要因としては、固定資産の取得により資産見返運営費交付金

等が７８百万円（４６．７％）増の２４６百万円に、資産見返補助金等が４６百万円（２，

２６２．４％）増の４８百万円になったことに加え、寄附金債務が創立百周年記念募金

の実施等により４２百万円（１１３．０％）増の７９百万円に、前受受託研究費等が１

０百万円（１６５．０％）増の１６百万円になったことが挙げられます。 

その他、工事費及び工具器具備品等の取得に係る未払金の現金支出の多くが次年度に

なったため、未払金が４０６百万円（１４９．１％）増の６７８百万円となっています。 

また、主な減少要因としては、中期目標期間の終了に伴い，期末において運営費交付

金債務の残額２０６百万円を全額収益化したことが挙げられます。 

 

平成２１年度末の純資産合計は、４０７百万円（１０．２％）増の４，３８４百万円

となっています。主な増加要因としては、資本剰余金が施設費及び目的積立金による固

定資産の取得により、３３０百万円（５８．５％）増の８９５百万円に、積立金が平成

２０年度剰余金に係る利益処分により１０百万円（２６．１％）増の５１百万円となっ

たことが挙げられます。 

目的積立金は１０百万円（３．６％）増の３０７百万円となっています。創立百周年

記念事業（学生寮建設）を目的として８３百万円を積み増し、合宿研修施設改築及び学

生寮新営により７２百万円を目的積立金から取り崩したものです。 

また、主な減少要因としては、損益外減価償却累計額が、減価償却等の見合いとして

増加したことにより、１０８百万円（１５．２％）増の８１９百万円となったほか、緑

３丁目宿舎用地の減損処理（中期計画の想定の範囲内）を行ったため、損益外減損損失

累計額が５百万円（３５３．１％）増の６百万円となったことが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

金額 構成比（%） 金額 構成比（％）

Ⅰ　固定負債 2,176,485 31.7 2,260,321 29.8 83,836

Ⅱ　流動負債 708,135 10.3 928,238 12.3 220,103

負債合計 2,884,621 42.0 3,188,559 42.1 303,938

Ⅰ　資本金 3,692,763 53.8 3,692,763 48.8 0

Ⅱ　資本剰余金 △ 147,617 △ 2.1 69,029 0.9 216,646

Ⅲ　利益剰余金 431,692 6.3 622,988 8.2 191,296

純資産合計 3,976,838 58.0 4,384,780 57.9 407,942

負債純資産合計 6,861,460 100.0 7,573,340 100.0 711,880

注）記載金額は千円未満切り捨てで表示しています。

前期 当期

増減平成21年3月31日現在 平成22年3月31日現在
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※ 平成２１年度利益剰余金６２２，９８８千円の内訳は次のとおりであり、文部科学大

臣の承認により、翌期以降に繰り越し等を行うことになります。 

  

教育研究積立金 

（目的積立金） 

３０７，６０６千円。 

本学の経営努力により生み出した資金（平成２０年度までの総額）

であり、文部科学大臣の承認により翌期以降の事業に使用する財源

として繰り越すものです。 

積  立  金 ５１，０８０千円。 

国立大学法人や独立行政法人に共通して適用される特有の会計処

理（注）により生じた現金の残っていない形式的・観念的な利益（平

成２０年度までの総額）です。 

文部科学大臣の承認により翌期以降に繰り越すことになりますが、

現金支出を伴う業務には使用できず、損益計算上の損失補填にのみ

使用することが可能です。 

 

（注）運営費交付金等で取得した資産、法人化の際に国から承継さ

れた資産について、取得時にその同額を取得財源から貸借対照表

の負債（資産見返負債）に振り替え、当該資産の減価償却処理を

行う都度、その同額を資産見返負債から取り崩しのうえ収益化

し、損益に影響させないようするものです。 

当期未処分利益 ２６４，３０１千円。 

平成２１年度の損益計算書上の当期総利益に当たります。 

（内訳） 

・５０，０２６千円は本学の経営努力により生み出した利益であり、

目的積立金に相当します。文部科学大臣の承認により翌期以降の

事業に使用する財源として繰り越すものです。 

・７，５６５千円は積立金に相当するもので、翌期以降に繰り越す

ことになります。 

・２０６，７０９千円は第一期中期目標期間（平成１６年度～平成

２１年度）に退職手当分として国から交付された運営費交付金の

未使用額であり、国に返還することになります。 
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損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書のののの概要概要概要概要    

    

損益計算書とは、一会計期間に収益、費用がどれだけ発生したかを示す書類です。 

作成する目的は、運営状況（教育・研究等の業務実施に関連し費やした費用と得られ

た収益の状況）を明らかにするためです。 

 

（（（（経常費用経常費用経常費用経常費用））））    

平成２１年度の経常費用は、１６２百万円（５．８％）増の２，９３１百万円となっ

ています。主な増加要因としては、研究経費が１６百万円（１１．７％）増の１５２百

万円となったこと、一般管理費が５０百万円（３６．９％）増の１８７百万円となった

ことが挙げられます。 

また、教員人件費及び職員人件費（いずれも常勤）は、基本給月額及び賞与の支給月

数改定（引き下げ）により給与・賞与・法定福利費はいずれも減少しましたが、定年退

職者が多かったため退職給付費用が増加し、その結果、人件費総額が増加しています。 

人件費の増減額は次のとおりです。 

教員人件費（常勤）： 給料・賞与・法定福利費  ６４百万円（５．１％）減 

         退職給付費用  ６９百万円（８８．５％）増 

職員人件費（常勤）： 給料・賞与・法定福利費  ４百万円（１．０％）減 

         退職給付費用  ７０百万円（１３１．９％）増 

 

（（（（経常収益経常収益経常収益経常収益））））    

平成２１年度の経常収益は１２４百万円（４．３％）増の２，９８９百万円となって

います。主な増加要因としては、運営費交付金収益が退職手当及び特別教育研究経費の

執行増加により１５２百万円（１１．１％）増の１，５２５百万円となったこと、補助

金収益がキャンパス情報ネットワークシステム及びＥ－ラーニング機器等整備のための

設備整備費補助金（補正予算）の交付・執行により２９百万円（１，０２０．１％）増

の３２百万円となったこと、施設費収益が校舎改修、電話交換機設備改修及びライフラ

イン再生事業設計業務のための施設整備費補助金の交付・執行により１８百万円（４３

４．９％）増の２２百万円となったことが挙げられます。 

主な減少要因としては、授業料収益が固定資産の取得により７１百万円（６．０％）

減の１，１０１百万円となったことが挙げられます。 

 

（（（（臨時利益臨時利益臨時利益臨時利益））））    

 中期目標期間の終了に伴い、期末において運営費交付金債務の残額２０６百万円を全 

額収益化し、臨時利益が２０６百万円計上されました。 

 

（（（（当期総利益当期総利益当期総利益当期総利益））））    

平成２１年度の当期総利益は、固定資産除却に伴い臨時損失を計上したこと、中期目

標期間の終了に伴い運営費交付金の残額を臨時利益として計上したこと、目的積立金を

使用したことに伴い目的積立金取崩額を計上したことにより、１６９百万円（１７９．

７％）増の２６４百万円となっています。 
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※１ 当期の業務費に占める教育研究関連経費の割合は、２２．８％です。 

※２ 当期の業務費に占める人件費の割合は、７７．２％です。 

(単位：千円）

前期 当期

自　平成20年　4月 1日
至　平成21年　3月31日

自　平成21年　4月 1日
至　平成22年　3月31日

金額 金額

経常費用 2,768,441 2,931,040 162,599

業務費 2,628,847 2,740,708 111,861

教育経費 288,446 286,830 △ 1,616 ※１

研究経費 136,098 152,156 16,058 ※１

教育研究支援経費 153,464 162,684 9,220 ※１

受託研究費 13,998 17,378 3,380 ※１

受託事業費 11,802 6,993 △ 4,809 ※１

役員人件費 51,476 51,034 △ 442 ※２

教員人件費 1,365,895 1,372,871 6,976 ※２

職員人件費 607,664 690,759 83,095 ※２

一般管理費 137,084 187,704 50,620 ※３

財務費用 2,509 2,627 118

支払利息 2,509 2,627 118 ※４

経常収益 2,864,604 2,989,542 124,938

運営費交付金収益 1,373,239 1,525,852 152,613 ※５

授業料収益 1,172,662 1,101,391 △ 71,271 ※６

入学金収益 161,698 160,937 △ 761 ※６

検定料収益 30,176 30,190 14 ※６

公開講座収益 1,207 974 △ 233 ※６

受託研究等収益 15,235 19,200 3,965 ※６

受託事業等収益 12,044 5,279 △ 6,765 ※６

寄附金収益 27,227 25,239 △ 1,988 ※６

補助金収益 2,918 32,695 29,777

施設費収益 4,200 22,469 18,269

資産見返負債戻入 27,955 28,675 720 ※７

財務収益 6,023 5,759 △ 264 ※８

雑益 30,015 30,874 859 ※９

経常利益 96,163 58,501 △ 37,662

臨時損失 1,669 4,299 2,630

固定資産除却損 1,669 4,299 2,630

臨時利益 ― 206,709 206,709

運営費交付金収益 ― 206,709 206,709 ※10

当期純利益 94,494 260,911 166,417

目的積立金取崩額 ― 3,389 3,389

当期総利益 94,494 264,301 169,807

注）記載金額は千円未満切り捨てで表示しています。

増減
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※３ 当期の一般管理費の対業務費の割合は、６．８％です。 

※４ 財務費用の「支払利息」はリース契約に伴う支払利息です。 

※５ 当期の経常収益に占める運営費交付金収益の割合は、５１．０％です。 

※６ 当期の経常収益に占める自己収入利益の割合は、４４．９％です。 

※７「資産見返負債戻入」は運営費交付金等で取得した償却資産の減価償却費の見合い分

を収益計上しているものです。 

※８「財務収益」は有価証券及び定期預金の受取利息です。 

※９「雑益」は「財産貸付料収入」「講習料収入」「手数料収入」「物品等売却収入」などの

収益です。 

※10「臨時利益」の「運営費交付金収益」は、中期目標期間の終了に伴い、運営費交付金

債務の残額を全額収益化したものです。 
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利益利益利益利益のののの処分処分処分処分にににに関関関関するするするする書類書類書類書類のののの概要概要概要概要    

    

利益の処分に関する書類は、本学の当期未処分利益の処分の内容を明らかにするため

の書類です。 

 

 
 

 

 平成２１年度の利益処分は、中期目標期間の終了に伴い、「平成２１年度の当期総利益」

の全額及び「平成１６年度から平成２０年度までの目的積立金」の全額を積立金に振り替

える内容となっています。 

 これまでの利益処分により計上されている積立金５１，０８０千円と合わせ、積立金の

総額は６２２，９８８千円となり、別途文部科学大臣の承認により翌期以降に繰り越し等

を行うことになります。詳細については、「貸借対照表の概要」の３ページをご覧ください。 

 

(単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益

　　　　当期総利益 264,301

Ⅱ　積立金振替額

　　目的積立金 307,606

Ⅲ　利益処分額

　　　　積立金 571,907

注）記載金額は千円未満切り捨てで表示しています。



1 

 

キャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フロー計算書計算書計算書計算書のののの概要概要概要概要    

    

キャッシュ・フロー計算書は、本学の資金調達や資金の運用状況を明らかにするため

のものであり、一会計期間における資金の流れを「業務活動」、「投資活動」、「財務活動」

の３つの区分で記載しています。 

 

ⅠⅠⅠⅠ    業務活動業務活動業務活動業務活動によるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フロー    

 業務活動によるキャッシュ・フローは、国立大学法人の通常の業務の実施に係る資金

の状態を表すため、教育・研究の実施による収入、原材料、商品またはサービスの購入

による支出等、投資活動及び財務活動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載して

います。 

 

ⅡⅡⅡⅡ    投資活動投資活動投資活動投資活動によるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フロー    

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得など、将来に向けた運営基盤

の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表すため、固定資産の取得及び売

却、投資資産の取得及び売却等によるキャッシュ・フローを記載しています。 

 

ⅢⅢⅢⅢ    財務活動財務活動財務活動財務活動によるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フローによるキャッシュ・フロー    

 財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の調達及び返済に係るキャッシュ・フロ

ーを記載しています。 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２１年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１７７百万円（２３７．２％）

増の２５２百万円となっています。主な増加要因としては、運営費交付金収入が１７６

百万円（１３．５％）増の１，４７９百万円となったこと、寄附金収入が２７百万円（６

８．８％）増の６８百万円となったこと、補助金等収入が７５百万円（１，５０５．９％）

増の８０百万円となったことが挙げられます。 

また、主な減少要因としては、人件費支出が７９百万円（３．９％）増の△２，１１

０百万円となったこと、その他の業務支出が３６百万円（５．９％）増の△６５５百万

円となったことが挙げられます。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２１年度の投資活動によるキャッシュ・フローは５７５百万円（２５７．９％）

増の７９９百万円となっています。主な増加要因としては、有価証券の償還による収入

が１５０百万円（９．６％）増の１，７００百万円となったこと、定期預金等への預入

による支出が３２０百万円（８８．８％）減の４０百万円となったこと、定期預金等の

満期到来等による収入が１３０百万円（６１．９％）増の３４０百万円となったこと、

施設費による収入が２７９百万円（１，７４８．５％）増の２９５百万円となったこと

が挙げられます。 

また、主な減少要因としては，有価証券の取得による支出が２５０百万円（２１．７％）

増の１，４００百万円となったこと、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
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が５８百万円（１２４．１％）増の△１０５百万円となったことが挙げられます。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２１年度の財務活動によるキャッシュ・フローは２百万円（３．８％）減の△５

５百万円となっており、主としてリース債務の返済による支出によるものです。 

 

 

(単位：千円）

前期 当期

自　平成20年　4月 1日
至　平成21年　3月31日

自　平成21年　4月 1日
至　平成22年　3月31日

金額 金額

人件費支出 △ 2,030,243 △ 2,110,109 △ 79,866

その他の業務支出 △ 618,636 △ 655,349 △ 36,713

運営費交付金収入 1,303,527 1,479,540 176,013

授業料収入 1,133,960 1,131,624 △ 2,336

入学金収入 156,199 156,918 719

検定料収入 30,176 30,190 14

受託研究等収入 20,110 29,723 9,613

受託事業等収入 9,628 5,279 △ 4,349

寄附金収入 40,532 68,457 27,925

補助金等収入 5,000 80,298 75,298

その他収入 24,549 35,672 11,123

小計 74,804 252,245 177,441

業務活動によるキャッシュ・フロー 74,804 252,245 177,441

有価証券の取得による支出 ― △ 1,400,000 △ 1,400,000

有価証券の償還による収入 399,992 1,700,000 1,300,008

定期預金等への預入による支出 △ 1,510,000 △ 40,000 1,470,000

定期預金等の満期到来等による収入 1,360,000 340,000 △ 1,020,000

有形固定資産及び無形固定資産の
取得による支出

△ 47,143 △ 105,654 △ 58,511

施設費による収入 16,000 295,772 279,772

小計 218,849 790,117 571,268

利息及び配当金の受取額 4,420 9,046 4,626

投資活動によるキャッシュ・フロー 223,269 799,164 575,895

ファイナンス・リース債務返済による
支出

△ 50,764 △ 52,695 △ 1,931

小計 △ 50,764 △ 52,695 △ 1,931

利息の支払額 △ 2,509 △ 2,627 △ 118

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 53,273 △ 55,323 △ 2,050

Ⅳ　資金にかかる換算差額 ― ― 0

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） 244,801 996,086 751,285

Ⅵ　資金期首残高 33,955 278,756 244,801

Ⅶ　資金期末残高 278,756 1,274,843 996,087

注）記載金額は千円未満切り捨てで表示しています。

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

増減
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国立大学法人等業務実施国立大学法人等業務実施国立大学法人等業務実施国立大学法人等業務実施コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書のののの概要概要概要概要    

    

国立大学法人等業務実施コスト計算書は、国立大学法人の損益計算書等には計上され

ないものの、広い意味で最終的に国民の負担に帰すべきコストを集約表示した書類です。 

【広い意味で最終的に国民の負担に帰すべきコスト】 

● 運営費交付金収益の増 → 納税者のコスト負担が増加 

● 損益計算を通じない減価償却相当額 

● 引当金を計上しない退職給付増加見積額 

● 国又は地方公共団体の財産や出資等を利用することから生じる機会費用（費用軽減） 

等 

    

平成２１年度の国立大学法人等業務実施コストは１５１百万円（１０．１％）増の１，

６３８百万円となっています。主な増加要因としては、研究経費、一般管理費が増加し

たこと、退職手当の増加により教員人件費及び職員人件費が増加した等の結果、損益計

算書上の費用が１６５百万円（５．９％）増の２，９３５百万円となったことに加え、

授業料収益の減少等により自己収入による控除額が６３百万円（４．３％）減の△１，

３９９百万円となったことが挙げられます。 

また、主な減少要因としては、前年度中の退職者が多かったため、引当外退職給付増

加見積額が９６百万円（３８９．６％）減の△７１百万円となったことが挙げられます。 

 

 

(単位：千円）

前期 当期

自　平成20年　4月 1日
至　平成21年　3月31日

自　平成21年　4月 1日
至　平成22年　3月31日

金額 金額

Ⅰ　業務費用

損益計算書上の費用 2,770,110 2,935,340 165,230

　 （控除）自己収入等 △ 1,463,395 △ 1,399,564 63,831

　　業務費用合計（差引業務費用） 1,306,714 1,535,775 229,061

Ⅱ　損益外減価償却相当額 124,021 117,554 △ 6,467

Ⅲ　損益外減損損失相当額 ― 8,707 8,707

Ⅳ　引当外賞与増加見積額 △ 16,868 △ 2,545 14,323

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 24,839 △ 71,936 △ 96,775

Ⅵ　機会費用 48,254 50,480 2,226

Ⅶ　（控除）国庫納付額 ― ― 0

Ⅷ　国立大学法人等業務実施コスト 1,486,961 1,638,036 151,075

注）記載金額は千円未満切り捨てで表示しています。

増減
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附属明細書附属明細書附属明細書附属明細書のののの概要概要概要概要    

    

国立大学法人は貸借対照表や損益計算書等を作成する上でいたずらに詳細又は複雑な

情報とならないよう一覧性のある簡潔明瞭な様式での作成が求められています。しかし

その一方で、国民に対する十分な情報開示といった観点から、詳細な情報も必要とされ

ていることから、貸借対照表や損益計算書等を補う情報を開示する書類として附属明細

書の作成が義務づけられています。 

    

【附属明細書の種類】 

 

 

これらの明細のうち、現在、本学では（３）から（９）、（１１）、（１８）については、

該当がないため作成していません。 

 

（１）
固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３　特定の償却資産の減価に係る
会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（２） たな卸資産の明細

（３） 無償使用国有財産等の明細

（４） ＰＦＩの明細

（５） 有価証券の明細

（６） 出資金の明細

（７） 長期貸付金の明細

（８） 借入金の明細

（９） 国立大学法人等債の明細

（１０）－１ 引当金の明細

（１０）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（１０）－３ 退職給付引当金の明細

（１１） 保証債務の明細

（１２） 資本金及び資本剰余金の明細

（１３）－１ 積立金の明細

（１３）－２ 目的積立金の取崩しの明細

（１４） 業務費及び一般管理費の明細

（１５）－１ 運営費交付金債務

（１５）－２ 運営費交付金収益

（１６）－１ 施設費の明細

（１６）－２ 補助金等の明細

（１７） 役員及び教職員の給与の明細

（１８） 開示すべきセグメント情報

（１９） 寄附金の明細

（２０） 受託研究の明細

（２１） 共同研究の明細

（２２） 受託事業等の明細

（２３） 科学研究費補助金の明細

（２４） 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


